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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
平成28年４月１日から

平成28年12月31日まで

平成29年４月１日から

平成29年12月31日まで

平成28年４月１日から

平成29年３月31日まで

売上高 （百万円） 195,714 211,980 266,121

経常利益 （百万円） 15,627 20,013 20,796

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 10,770 13,364 13,855

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,371 15,787 10,416

純資産額 （百万円） 168,283 192,829 180,069

総資産額 （百万円） 265,116 290,249 280,072

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 224.23 278.17 288.44

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） - - －

自己資本比率 （％） 59.5 62.2 60.1

 

回次
第67期

第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで

平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで

１株当たり四半期純利益金額 （円） 97.44 102.19

（注）　１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書の提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におきましては、中国及び国内を主としたＡＴ製品の堅調な受注増加により、売上高は

増加となりました。利益面におきましては、売上高の増加及びコスト低減活動により、営業利益は増加いたしまし

た。

　当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高２,１１９億円（前年同期比 ８．３％増）、営業利益 ２００億円

（前年同期比 ２１．５％増）、経常利益 ２００億円（前年同期比２８．１％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益 １３３億円（前年同期比 ２４．１％増）となりました。

 

①セグメント情報

　報告セグメントの種類別の概況は下記のとおりであります。

［ＭＴ（手動変速装置関連事業）］

　アジア・オセアニア地域での受注増加により、売上高は ５３０億円（前年同期比 ５．４％増）となりました。　

セグメント利益は、鋼材市況の変動により、 ７６億円（前年同期比 ０．３％減）となりました。

［ＡＴ（自動変速装置関連事業）］

　中国及び国内での堅調な受注増加により、売上高は １,３３４億円（前年同期比 ７．６％増）となりました。

セグメント利益は、売上高の増加およびコスト低減活動により １１３億円（前年同期比 ２３．４％増）となり

ました。

［その他］

　２輪製品の受注増加により、売上高は ２５４億円（前年同期比 １９．１％増）となりました。セグメント利

益は売上高の増加に加えインド子会社の収益改善により １７億円（前年同期は ２億円の営業利益）となりまし

た。

 

②所在地別の情報

　所在地別の概況は下記のとおりであります。

［日本］

　トランスミッションメーカー向けのＡＴ製品の受注増加により、売上高は ９７３億円（前年同期比４．８％増）

となりました。営業利益は、売上高の増加及びコスト低減に伴い、１２５億円（前年同期比４９．２％増）となり

ました。

［北中米］

　自動車メーカー向けのＡＴ製品の受注減少により、売上高は３７６億円（前年同期比 ３．１％減）となりまし

た。営業利益は、売上高の減少により３億円（前年同期比８４．８％減）となりました。

［アジア・オセアニア］

　ＡＴ製品及び２輪製品の受注増加により、売上高は ７１２億円（前年同期比 １９．８％増）となりました。営業

利益は、鋼材市況の変化による材料費増加はあるものの売上高の増加により ６５億円（前年同期比 ２１．４％増）

となりました。

［その他］

　欧州での自動車メーカー向けＡＴ製品の受注増加により、売上高は ５６億円（前年同期比 ２６．６％増）、営業

利益は ３億円（前年同期は ３億円の営業損失）となりました。
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（2）財政状態

当第３四半期連結会計期間末の総資産は ２,９０２億円となり、前連結会計年度末に比べ１０１億円増加いた

しました。主な内容は、有形固定資産の増加 ５１億円、たな卸資産の増加 ２９億円、受取手形及び売掛金の増

加 ２０億円、現金及び預金の増加 １０億円、未収消費税の減少 ８億円であります。負債は９７４億円となり、

前連結会計年度末に比べ ２５億円減少いたしました。主な内容は、短期借入金の減少 ３２億円、未払法人税等

の減少 ８億円、設備未払金の減少 ６億円、支払手形及び買掛金の増加 ２１億円であります。純資産は １,９２

８億円となり、１２７億円増加いたしました。主な内容は、利益剰余金の増加 １０８億円（親会社株主に帰属す

る四半期純利益による増加 １３３億円、剰余金の処分（配当金）による減少 ４０億円、連結子会社の決算期変

更に伴う増加 １５億円）、為替換算調整額の変動による増加 １０億円、非支配株主持分の増加 ５億円でありま

す。

 

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

 

（4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、４２億円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの運転資金及び設備投資資金は、主として自己資金により充当し、必要に応じて借入もしくは社債の

発行による資金調達を実施することを基本方針としています。

　当第３四半期連結累計期間における設備投資等の資金については、主として自己資金、借入金により充当しまし

た。

　今後の資金需要の主なものは、環境性能の高い新製品の開発投資やさらなるグローバル化に対応するための海外投

資等であります。これらの資金需要に対しては、主に自己資金で充当する予定ではありますが、資金の不足時に備

え、直接金融においては格付機関による企業格付の向上を図ること、また、間接金融では金融機関との関係を強化す

ることにより有利な調達条件の維持に努め、負債と資本のバランスに配慮しつつ、適切で柔軟な資金調達体制を構築

してまいります。

　従い、当社グループは、その健全な財務状態、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力、当社グループ

の成長を維持するために将来必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能と考えております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 168,000,000

計 168,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通

株式
　48,593,736 　48,593,736

東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数 100株

計 　48,593,736 　48,593,736 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 48,593 － 8,284 － 7,540

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
 

普通株式 543,200
 

1,141 －

完全議決権株式（その他）
 

普通株式 48,027,100
 

480,271 －

単元未満株式
 

普通株式 23,436
 

－ １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 48,593,736 － －

総株主の議決権 － 481,412 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、当社所有の自己株式が 429,100株、日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）が所有する株式 50,200株及び日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口）が所有する株式 63,900株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 600株、議決権の数が６個含まれ

ております。

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エクセディ
大阪府寝屋川市木田

元宮１丁目１番１号
429,100 114,100 543,200 1.12

計 － 429,100 114,100 543,200 1.12

（注）　他人名義で所有している理由等

　株式付与ＥＳＯＰ制度及び役員報酬ＢＩＰ制度の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）が所有しております。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表についてＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 45,523 46,608

受取手形及び売掛金 49,195 ※２ 51,274

商品及び製品 13,840 15,287

仕掛品 5,330 5,791

原材料及び貯蔵品 11,616 12,625

繰延税金資産 4,290 4,291

短期貸付金 181 32

その他 5,317 4,185

貸倒引当金 △153 △167

流動資産合計 135,142 139,928

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 39,876 40,377

機械装置及び運搬具（純額） 60,898 62,810

工具、器具及び備品（純額） 7,160 7,934

土地 11,925 11,999

建設仮勘定 13,999 15,891

有形固定資産合計 133,860 139,013

無形固定資産 3,692 3,331

投資その他の資産   

投資有価証券 3,775 4,322

長期貸付金 118 247

退職給付に係る資産 1,064 1,105

繰延税金資産 722 700

その他 1,744 1,630

貸倒引当金 △47 △30

投資その他の資産合計 7,377 7,975

固定資産合計 144,929 150,320

資産合計 280,072 290,249
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 19,892 ※２ 22,031

短期借入金 11,609 8,357

未払費用 9,838 9,208

未払法人税等 3,506 2,700

製品保証引当金 2,880 2,603

その他 7,895 7,603

流動負債合計 55,624 52,504

固定負債   

社債 10,000 10,000

長期借入金 25,326 25,369

長期未払金 218 145

繰延税金負債 2,800 3,164

退職給付に係る負債 5,195 5,292

資産除去債務 28 29

その他 808 913

固定負債合計 44,378 44,914

負債合計 100,002 97,419

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,284 8,284

資本剰余金 7,559 7,565

利益剰余金 150,807 161,650

自己株式 △1,400 △1,367

株主資本合計 165,250 176,132

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,164 1,543

為替換算調整勘定 1,736 2,769

退職給付に係る調整累計額 45 11

その他の包括利益累計額合計 2,945 4,323

非支配株主持分 11,872 12,374

純資産合計 180,069 192,829

負債純資産合計 280,072 290,249
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(平成28年４月１日から
　平成28年12月31日まで)

当第３四半期連結累計期間
(平成29年４月１日から
　平成29年12月31日まで)

売上高 195,714 211,980

売上原価 154,933 167,467

売上総利益 40,781 44,513

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 4,474 4,607

製品保証引当金繰入額 647 161

役員報酬及び給料手当 6,090 6,543

退職給付費用 149 105

研究開発費 4,252 4,226

その他 8,667 8,819

販売費及び一般管理費合計 24,281 24,464

営業利益 16,499 20,049

営業外収益   

受取利息 119 126

受取配当金 49 50

持分法による投資利益 285 36

為替差益 - 435

その他 934 813

営業外収益合計 1,388 1,461

営業外費用   

支払利息 752 696

社債利息 28 29

固定資産除売却損 96 314

為替差損 972 -

その他 410 457

営業外費用合計 2,260 1,497

経常利益 15,627 20,013

税金等調整前四半期純利益 15,627 20,013

法人税、住民税及び事業税 3,939 5,506

法人税等調整額 △19 352

法人税等合計 3,920 5,859

四半期純利益 11,707 14,154

非支配株主に帰属する四半期純利益 937 789

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,770 13,364
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(平成28年４月１日から
　平成28年12月31日まで)

当第３四半期連結累計期間
(平成29年４月１日から
　平成29年12月31日まで)

四半期純利益 11,707 14,154

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 301 378

為替換算調整勘定 △13,470 1,288

退職給付に係る調整額 126 △33

持分法適用会社に対する持分相当額 △36 0

その他の包括利益合計 △13,078 1,633

四半期包括利益 △1,371 15,787

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △514 14,742

非支配株主に係る四半期包括利益 △856 1,045
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　　（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

　　　従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であった、エクセディアメリカ他16社は同日現在の財務諸表を利用

　　し、連結決算日との間に生じた重要な取引について必要な調整を行っておりましたが、第１四半期連結会計期間

　　より決算日を３月31日に変更しております。この決算期変更により、当第３四半期連結累計期間は、平成29年４

　　月１日から平成29年12月31日までの９か月間を連結しております。

　　　また、従来、連結子会社のうち決算日が12月31日である、エクセディダイナックス上海他６社は同日現在の財

　　務諸表を利用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について必要な調整を行っておりましたが、より適切な

　　経営情報の把握及び四半期連結財務諸表の開示を行うため、第１四半期連結会計期間より連結決算日である３月

　　31日に仮決算を行う方法に変更しております。この変更により、当第３四半期連結累計期間は、平成29年４月１

　　日から平成29年12月31日までの９か月間を連結しております。

　　　なお、当該連結子会社の平成29年１月１日から平成29年３月31日までの損益については、利益剰余金の増減と

　　して調整しております。

 

 

(会計方針の変更)

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法について、従来、定率法（た

だし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法）を採用しておりました

が、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

　この変更については、当連結会計年度における国内新工場の本格稼働及び基幹システムの国内外主要拠点への展

開によるグローバル生産管理体制の一元化に伴い、償却方法の統一及び期間損益の適正化の観点から有形固定資産

の減価償却の方法について再度検討した結果、当社及び国内連結子会社の有形固定資産は使用期間にわたり安定的

に稼働することが見込まれることから、使用期間にわたり費用を均等に負担させることが、より適切に事業の実態

を反映する合理的な方法であると判断し、実施したものであります。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の営業利益は 1,661百万円増加

し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ 1,662百万円増加しております。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っておりま

す。

（1）取引の概要

　当社が当社従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することに

より信託を設定します。三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）は、株式付与規程に基づ

き当社従業員に交付すると見込まれる数の当社株式を、当社からの第三者割当によって取得しております。
本信託は株式付与規程に従い、信託期間中の従業員の資格昇格や役職登用に応じた当社株式を、在職時に無

償で従業員に交付します

（2）「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平

成27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

 

（3）信託が保有する自社の株式に関する事項

① 信託における帳簿価額は前連結会計年度 139百万円、当第３四半期連結会計期間 120百万円であります。

② 当該自社の株式は、株主資本において自己株式として計上しております。

③ 期末株式数は前連結会計年度 55,800株、当第３四半期連結会計期間 48,200株であり、期中平均株式数は

前第３四半期連結累計期間 60,380株、当第３四半期連結累計期間 52,040株であります。

④ ③の株式数は１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

 

（業績連動型株式報酬制度）

　当社は、取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く。）及び執行役員（海外駐在者を除く。以下「取締役

等」という。）を対象に、これまで以上に当社の業績向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的と

し、会社業績との連動性が高い役員報酬制度として、業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導

入しております。株式報酬制度としては、役員報酬ＢＩＰ信託（以下「本信託」という。）と称される仕組みを

採用しております。

 

 

（1）取引の概要

　本制度では、取締役等のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社が当社株式の取得資金を拠出するこ

とにより信託を設定します。日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口）は、予め定める株

式交付規程に基づき当社取締役等に交付すると見込まれる数の当社株式を、当社からの第三者割当によって取得し

ます。

　本信託は株式交付規程に従い、取締役等の退任時に、一定の受益者要件を満たす取締役等に対して、毎事業年度

における業績指標等に応じて決定される株数の当社株式を交付します。

　なお、本信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使については、信託期間を通じ、議決権を行使しない

ものとします。

 

（2）信託が保有する自社の株式に関する事項

① 信託における帳簿価額は前連結会計年度 178百万円、当第３四半期連結会計期間 165百万円であります。

② 当該自社の株式は、株主資本において自己株式として計上しております。

③ 期末株式数は前連結会計年度 69,081株、当第３四半期連結会計期間 63,987株であり、期中平均株式数は

前第３四半期連結累計期間 53,408株、当第３四半期連結累計期間 66,025株であります。

④ ③の株式数は１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　　　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形割引高 596百万円 620百万円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 -百万円 6百万円

支払手形                          - 　　　　　　　　　　　 114

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む）及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（平成28年４月１日から
平成28年12月31日まで）

当第３四半期連結累計期間
（平成29年４月１日から
平成29年12月31日まで）

減価償却費 12,505百万円 11,140百万円

のれんの償却額 89 85
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,684 35.0 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年10月28日

取締役会
普通株式 1,685 35.0 平成28年９月30日 平成28年11月21日 利益剰余金

（注）１．平成28年６月28日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）に対する配当金２百万円及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（役員報酬ＢＩＰ信託口）に対する配当金１百万円を含んでおります。

２．平成28年10月28日取締役会の決議に基づく配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（株式付与ＥＳＯＰ信託口）に対する配当金２百万円及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員

報酬ＢＩＰ信託口）に対する配当金２百万円を含んでおります。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 2,167 45.0 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

平成29年10月27日

取締役会
普通株式 1,926 40.0 平成29年９月30日 平成29年11月20日 利益剰余金

（注）１．平成29年６月27日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）に対する配当金２百万円及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（役員報酬ＢＩＰ信託口）に対する配当金３百万円を含んでおります。

２．平成29年10月27日取締役会の決議に基づく配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（株式付与ＥＳＯＰ信託口）に対する配当金２百万円及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員

報酬ＢＩＰ信託口）に対する配当金２百万円を含んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　前第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）
合計

 ＭＴ ＡＴ 計

売上高      

外部顧客への売上高 50,378 123,940 174,318 21,396 195,714

セグメント間の内部

売上高又は振替高
86 1,454 1,541 4,734 6,275

計 50,464 125,395 175,859 26,131 201,990

セグメント利益 7,645 9,241 16,886 202 17,088

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業機械用駆動伝導装置事

業、２輪用クラッチ事業、運送業等を含んでおります。

　当第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）
合計

 ＭＴ ＡＴ 計

売上高      

外部顧客への売上高 53,085 133,414 186,499 25,480 211,980

セグメント間の内部

売上高又は振替高
79 2,366 2,446 5,027 7,474

計 53,165 135,781 188,946 30,508 219,455

セグメント利益 7,620 11,399 19,020 1,733 20,753

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業機械用駆動伝導装置事

業、２輪用クラッチ事業、運送業等を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

　（差異調整に関する事項）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

報告セグメント計 16,886 19,020

「その他」の区分の利益 202 1,733

セグメント間取引消去 581 901

のれんの償却額 △89 △85

全社費用（注） △1,237 △1,278

その他 155 △241

四半期連結損益計算書の営業利益 16,499 20,049

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び新製品開発費であります。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

各報告セグメントにおいて、該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

各報告セグメントにおいて、該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

各報告セグメントにおいて、該当事項はありません。

４．報告セグメントの変更等に関する事項

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価

償却の方法について、従来、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法）を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益はＭＴで

353百万円、ＡＴで1,072百万円、その他で235百万円それぞれ増加しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（平成28年４月１日から
平成28年12月31日まで）

当第３四半期連結累計期間
（平成29年４月１日から
平成29年12月31日まで）

１株当たり四半期純利益金額 224円23銭 278円17銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
10,770 13,364

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
10,770 13,364

普通株式の期中平均株式数（千株） 48,033 48,046

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）が保有する当社株式を、「１株当たり

四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第３

四半期連結累計期間 60,380株、当第３四半期連結累計期間 52,040株）。

３．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口）が保有する当社株式を、「１株当たり四

半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第３四

半期連結累計期間 53,408株、当第３四半期連結累計期間 66,025株）。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

平成29年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（1）中間配当による配当金の総額 1,926百万円

（2）１株当たりの金額 40円00銭

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成29年11月20日

（注）　平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月13日

株式会社エクセディ

取締役会　御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 友 田　和 彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山 本　憲 吾　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社 エクセ

ディの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エクセディ及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　強調事項

会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び国内連結子会社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却

方法について、従来、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額

法）を採用していたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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